
奈良市における環境都市の実現について

環境都市の実現に向けた３つの柱

地域資源循環モデルの構築

道の駅「針T.R.S」において、
生ごみの堆肥化や野菜販売など
による資源循環モデルを構築し、
持続可能な地域を目指します。

新クリーンセンターの整備

再生利用できないごみは
高効率な発電機能を有する

新クリーンセンターでエネルギー回収。
電力・熱を活用した防災拠点等、
地域に新たな価値を提供する。

リサイクルセンターの整備

生ごみ処理機を整備するなど
リサイクルセンターとしての機能を更新し、

地域における資源循環の
中核を担う場の構築を図ります。

実現のための官民連携体制

新クリーンセンターの整備

リサイクルセンターや道の駅「針T.R.S」での取組みにより、生ごみ、製品プラスチックなどを最大限資源化することで、
新クリーンセンターでは『燃やすしかないごみ』のみを焼却することとします。この新クリーンセンターの施設規模の最適化
により、施設のコンパクト化、施設建設費・維持管理費の最小化、環境負荷の軽減を図ります。高効率な発電機能
を有し、回収したエネルギーを活用し、地域に新たな価値を提供します。

生ごみなど燃やせるごみ

施設の
コンパクト化

建設費・
維持管理費
の最小化

環境負荷の
軽減

新クリーンセンター

製品プラスチック

リサイクルセンター等で処理

焼却量を削減すること
で、施設を最小限の
規模に抑えます。

施設を最小化することで、排出す
る排ガスの量も最小化します。ま
た、建設のための造成面積を減ら
すなど、建設時の環境負荷も減ら
します。

資源化可能なごみは最大限資源化することに
より、新クリーンセンターでは『燃やすしかないご
み』だけを処理することとします。

施設規模を最小化
することで、初期投
資コストや維持管
理費を大幅に削減
します。

『燃すしかないごみ』のみを焼却

環境都市の実現にあたっては、民間事業者の技術やノウハウを活用するため、PPP等の官民連携手法の活用を検討
します。計画段階から民間が参加することにより、本コンセプトの確実な社会実装を目指します。

本市は、新クリーンセンターでの高効率なエネルギー回収と新たな価値創出、リサイクルの中核を担うリサイクルセンター
の整備、地域資源循環モデルの構築という３つの柱を軸に、資源循環を推し進め、持続可能な環境都市の実現を目
指しています。本事業は、これら一連の取組を一体的に推進し、本市が掲げる循環型社会のあり方を具体的に示すた
めのプロジェクトとなります。

地域資源循環モデルの構築

道の駅「針T・R・S」において、運営主体と連携し、道の駅から
出る生ごみのたい肥化・農地への還元・農産物の提供を行うこと
により資源の循環を目指します。

また、交流人口の多い同施設を環境教育・情報発信の拠点と
して位置づけ、地域に根差した循環型社会の先進事例として市
内外へ周知。これにより持続可能な地域運営のモデル化と市民
の環境意識の醸成を図ります。

この循環モデルを起点として、将来的には大和高原全体へ資
源循環の輪を広げ、市全域の生ごみ処理体制の最適化の参考
とし、クリーンセンターの処理負荷の大幅な低減を目指します。

リサイクルセンターの整備

従来は焼却処分されていた生ごみなどの「資源化可能な廃棄
物」を適正に処理し、循環型資源としての再生を促進します。こ
れにより、最終的に焼却を要するごみの排出量を最小限に抑制
し、新クリーンセンターの処理負荷の大幅な低減を図ります。

あわせて、ペットボトル等をはじめとする再生資源についても、高
度なリサイクル機能を備えた体制を再構築します。当施設を地域
におけるリサイクル推進の中核を担う場として位置づけ、持続可能
な循環型社会の実現に向けた取り組みの加速を目指します。

奈良市の環境都市ビジョン

本市は、「ごみ＝資源【宝】と価値観を転換し、限りある資源の循環を通して、私たちの暮らしを将来に渡って持続維
持可能なものにする」というビジョンを掲げ、環境都市を実現することを目指しています。
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紙おむつの資源化

要介護人口の増加により、今後、紙おむつの排出量は増加が見込まれます。他都市において紙おむつの水平
リサイクルの実証が始まっており、注目が集まっている分野となっています。

製品プラスチックの分別回収

従来の容器包装プラスチックに加え、製品プラスチックの回収を行います。製品プラスチックの回収を拡大することで、
資源の有効利用と廃棄物削減を促進します。

循環型社会の実現に向け、地域資源を最大限に活用するため、処理施設を再構成・最適化します。

生ごみ

生ごみ以外の
燃やせるごみ

生ごみ処理施設

新クリーンセンター

燃やせないごみ

大型ごみ

再生資源

エネルギー利用
・電気
・ガス
・熱利用

・バイオガス利用
・液肥、乾燥堆肥

埋立ごみ
（剪定枝等）

有害ごみ
（電池・蛍光灯等）

マテリアルリサイクル施設

排出区分 中間処理施設 資源活用

紙おむつ

紙おむつ分別処理装置
・固形燃料化
・再資源化
・バイオガス利用

・マテリアルリサイクル
・ケミカルリサイクル

・専門処理業者

剪定枝
・堆肥化

製品・
容器プラ

びん・缶・
ペット等 ・再商品化

・再生利用

電池等

燃やせるごみ

生ごみの処理
焼却量の削減には可燃ごみの約4割を占める生ごみの処理が大きく寄与することとなります。

バイオガス化（湿式メタン発酵）

固形分濃度が10％程度に調整した後、生ごみ等
をメタン発酵槽へ投入する方式。不純物の混入を
避ける必要があり、住民の手による生ごみの分別
の手間が発生するが、他都市の実績から乾式より
も焼却ごみの削減量が多く見込まれる。

バイオガス化（乾式メタン発酵）

固形分濃度を15～40％程度に調整した後、生
ごみ等をメタン発酵槽へ投入する方式。不純物の
混入に対して強く、機械選別が可能となるため、住
民の手による分別の手間を不要とすることはできる
が、湿式と比較すると焼却ごみの削減量は限定的
となる。

堆肥化

積極的に酸素を供給した好気性環境下において
微生物の働きにより有機物を分解し、堆肥を製造
する方式。生ごみの分別の手間が発生する。また、
製造した堆肥の利用先の確保が必要となる。

真庭市バイオガスセンター

鹿児島市南部清掃工場

生ごみ堆肥化施設

約16,000t
家庭系可燃ごみ
からの排出量

(組成分析による推計値)

約 40 %
家庭系可燃ごみ
に占める割合

(組成分析による推計値)

高齢化の進展によって、紙おむつの処理量の増加が見込まれています。

📊紙おむつの排出状況

✨本市の状況（令和6年度）

🔄資源循環プロセスの一例

使用済紙おむつの回収

殺菌・洗浄・分解処理

プラスチック類 パルプ類 排水

固形
燃料化

再資源化
メタン発酵
原料化

エネルギー
利用

リサイクル
利用

バイオガス
エネルギー利用

※出典：環境省「使用済紙おむつの再生利用等に関するガイドライン」（令和８年４月）

令和６年度実績(推計値)

約 1,600 t

これまで「燃やせるごみ」として処理されていたプラスチック
製品を、資源として再定義します。

🔍製品プラスチックの想定排出量と回収目標

目標回収量

約 800 t

うち燃やせるごみに含まれる

約 220 t

うち燃やせないごみに含まれる

約 1,380 t

うち燃やせるごみに含まれる

約 110 t

うち燃やせないごみに含まれる

約 690 t

分別率50%を想定

※ 組成分析より、可燃ごみ(家庭系)の40,905tのうち0.54％、
不燃ごみ(家庭系)5,462tのうち25.4%がプラスチック製品

令和6年度 家庭系可燃ごみの組成分析

将来の処理体系の全体像
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生ごみ
（道の駅「針T・R・S」）

・堆肥等の地域内活用生ごみ処理施設
約7,100 t

市内排出量(推計値)

約10 %

焼却ごみに占める割合(推計値)

生分解

微生物の力で生ごみを水や二酸化炭素に分解し
ます。貝殻や大きな骨、プラスチック、金属類など、
微生物が分解できないものは処理できないため、
生ごみの分別の手間が発生する。

処理機の中に入っている微生物


